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研究成果の概要（和文）：2016年熊本地震の発生とそれに伴う強震動の発生の双方について、事前予測可能性を
検証した。日本政府は地震直後に両方とも予測可能であったとし、その周知が足らなかったことが被害軽減を妨
げた要因だったと分析しているが、その妥当性には疑問があり再検証の必要がある。本研究の結果は1995年以降
進めてきた日本の活断層地震対策の妥当性の検証と、今後の防災対策の軌道修正の必要性の検討につながる。

研究成果の概要（英文）：We verified whether the 2016 Kumamoto earthquake was able to predict 
earthquake occurrence and strong ground motion with sufficient accuracy. The Japanese government 
claimed that both were successful immediately after the earthquake, and analyzed that the lack of 
awareness of the hazards hindered damage mitigation, however, this interpretation is questionable. 
The results of this study indicated the inadequacy of Japan's active fault earthquake 
countermeasures since 1995 and the necessity of reviewing disaster prevention measures in the 
future.

研究分野： 変動地形学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の結果、2016年熊本地震は事前の予測を超える複雑な現象であったこと、布田川断層のスリップレートや
活動履歴に関する事前情報には誤りがあり、「地震発生可能性がやや高い」とした事前の予測は十分な確度を有
していなかったこと、強震動予測についても地震断層近傍の被害集中を説明できるモデルになっていないことが
判明した。新たな地震発生予測モデルと強震動予測モデルの構築が望まれる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 2016 年熊本地震は、1995 年兵庫県南部地震から 21年後に起きた典型的な活断層地震であり、
地震発生長期評価の当否を精査し、内陸直下地震対策のあり方を総点検するために重要な地震
だった。それらを可とする行政機関もあるが、果たしてそう言えるか検証する必要性がある。住
民の防災意識や対策実施が十分でなかった状況の中で、地震断層の近傍に激甚な建物被害が集
中したことは明らかである。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、熊本地震が提起した、①活断層評価の課題、②地震断層近傍の被害発生要因とその
予測可能性、③活断層に関するリスクコミュニケーションを含む防災施策の課題、を総合的に検
証することを目指した。活断層、強震動およびリスクコミュニケーションの専門家からなる 3研
究グループ体制で実施し、連携して被害軽減に資する活断層防災学の構築を目指した。 
 
３．研究の方法 
 活断層研究としては活断層評価の課題を明らかにするためのトレンチ掘削調査を実施し、独
自のデータにより布田川断層帯の活動評価を行った。また被害分布を精査し、後述の強震動グル
ープと共同で要因を考察した。強震動グループは独自に被害分析を行うとともに、各種の地盤条
件との相関を考察した。さらに現状の強震動評価手法の限界を明らかにし、その改良に取り組ん
だ。リスクコミュニケーション研究グループは、住民アンケートを実施し、活断層に関する事前
情報と防災意識の関連を中心に考察を行い、今後の地震防災の課題を明らかにした。さらに地理
を中心とした防災教育教材への反映を目指した。 
 
４．研究成果 
(1) 熊本地震と活断層評価の課題（その１：高木地区トレンチ調査） 
 平成 28（2016）年 4月16日に発生した熊本地震では，日奈久断層帯の高野―白旗区間で右横
ずれ変位を主体とする地震断層が生じた（Kumahara et al., 2022）．この付近は，布田川断層帯
と日奈久断層帯の境界部にあたり，両断層帯の活動に伴って複雑な活動をしてきた可能性があ
る．そこで，御船町高木地区においてトレンチ掘削調査を行い，この地点における過去の活動を
地層の変位と年代から明らかにした．地震断層に直交する溝を 2列，地震断層に平行する溝を 2
列掘削し，口の字型の平面形状となるトレンチを掘削した．トレンチ壁面では 9層の未固結な地
層が認められた．地層の変形構造の違いと地層の年代に基づくと，5,000 年前以降， 3つのイベ
ント（イベント１【2016 年熊本地震】，イベント２【2,251‒1,561calBP】，イベント 3【3,977–
2,768calBP】）を認定した． 
 布田川断層帯では，熊本地震の一つ前の活動時期が約 2,000 年前であったことが多数の地点
で示されており，イベント 2 の年代幅のなかに含まれる．また，高野―白旗区間の山出地区でも
約 2,000 年前にイベントが推定されており，本研究の調査地点と布田川断層帯がともに活動し
た可能性が高い．日奈久断層帯の活動時期は〸分に解らないが，イベント 3の年代は既往研究と
整合し，高野―白旗区間の断層は日奈久断層帯と連動する可能性がある．壁面の地層の変形構造
に基づくと，イベント 3は熊本地震と異なり，垂直変位を伴う大きな変位と見られる．布田川断
層と連動する際と日奈久断層帯と連動した際とでは，変位の向きや量が異なる可能性が指摘で
きる． 
 
(2) 熊本地震と活断層評価の課題（その２：大津地区トレンチ調査） 
 2016 年熊本地震時に、断続的ではあるが、清正公道に沿って右ずれをともなう開口亀裂等の
地変が生じた。鉛直変位は、東部で北上がり、西部で南上がりであった。大津町新小屋付近では、
最大で 10cm の鉛直変位（南側隆起）と、数 cm程度の右ずれ変位が確認できた。さらにその西方
では、南北幅 1.6m、東西長 3.5m 以上の、右ずれ型の pull-apart basin が形成されていた。こ
れらの地変の性状を明らかにするため、2019 年 1月と 11 月に、新小屋地区において、長さ・幅・
深さともに 2 m 程度のピットを複数掘削した（渡辺ほか、2019；渡辺・鈴木、2020）。 
 ピット壁面では、上位から、人工層、黒土層（約 30 cm）、アカホヤ火山灰を含む褐色風成層
（約 50 cm）、下位の黒土層（約 30 cm）、暗褐色の風成層（20 cm 以上）と、清正公道を埋めた
人工層が確認できた。地表で確認できた地変は、埋土と地山（黒土層と風成層）の境界に位置す
ることもあるが、埋土とは全く無関係に断層面として地下へ連続していることが明らかになっ
た。断層面は、黒土層の中ではやや不明瞭となるものの、火山灰の中では明瞭である。ピット底
面では、走向がほぼ東西の大きな開口割れ目や鉛直の断層面があり、これに付随する多数の断層
の収斂状況から、右ずれ変位を主体とする断層であると判断できる。 
 2016 年熊本地震時に清正公道に沿って発生した地変は、埋土の側方流動等によって発生した
ものではないことは明らかである。右ずれ変位を主体とする断層があることが判明したので、こ
れを清正公道断層と呼ぶ。清正公道断層に沿っては、その南北の地域より墓地や建造物の被害が
甚大であり、ボルトで固定されていた清正公道石碑が倒壊し、地中に埋設された石柱が飛び出し
た例もあった。このように、清正公道断層に沿う細い帯状の地域では、周辺よりも強い揺れがあ
ったことが示唆される（Watanabe et al.,2022）。清正公道断層は、2016 年熊本地震を発生させ
た活断層に付随する断層であると考えられるが、このような地震断層であっても地表に近い浅



い部分で強震動を発生させる可能性が非常に高い。 
 
(3) 熊本地震と活断層評価の課題（その 3：南阿蘇東海大学トレンチ） 
 2016 年熊本地震の際、東海大学南阿蘇キャンパスには明瞭な地表地震断層が出現し、本館の
直下に達した。そのため建物は大きく大破した。2020 年 2 月に長さ 20m、深さ 3mのトレンチ調
査を実施し、地層の変形を確認した。その結果、以下のことが観察された。①熊本県が震災遺構
として保存している屋外の地表地震断層とは別に、もうひとつの断層トレースが本館事務室の
床に現れている。後者は木造の集会室の建物直下で基礎杭を右横ずれさせる。②両トレースを跨
ぐ形で長さ 20m のトレンチ溝を掘削したところ、地下への連続が確認された。③トレンチ壁面に
は 20条ほどの断層が確認され、そのうちの 3～4条が 2016 年の地震時に地表へ達する変位を生
じた。④断層の走向は N60～70W、傾斜は 60～80N。⑤地層の年代として、9,080±30，9,160±30、
9,470±30、10.940±30、11,020±30、10,970±30 が得られ、いずれも断層変位を受けているこ
とから、約 1万年間の活動の証拠と言える。また今回は地表に現れなかったことから今回以前の
過去 1 万年間の活動の証拠と判断される。⑥なおトレンチ下部で AT は確認されるが Ah 火山灰
等は確認されない。これはキャンパス建設工事の際に表層が削り取られたためであり、新期の地
層を欠くために完新世における活動時期を具体的に特定することはできなかった。 
 
(4) 地震断層近傍の被害集中とそれを説明する強震動発生モデルの検討 
 地表断層ごく近傍での建物被害分布に関しては、目視による航空写真の個別建物被害判読結
果に、熊本地震の地表地震断層近傍の建物登記簿調査データによる建築年代情報を付加するこ
とで、木造建物の建築年代別の建物被害と地表地震断層との関係を分析した。その結果木造建物
の旧耐震（1980 年以前）、新耐震（1981 年～1999 年）、新耐震（2000 年以降）ともに地表地震断
層から 100m 以内において急激に倒壊率が増加する傾向がみられ、それぞれ 20％、13％、5％程
度であることが分かった(中村・他 2018)。 
地盤モデルに関しては、より広域における強震動評価を実施するため、熊本平野の北部および阿
蘇地域において、微動アレイ探査およびボーリングデータ等の収集・整理を行い、Senna et al.
（2018）の浅部・深部統合地盤構造モデル作成範囲を拡張した。作成した地盤モデルの精度の検
証として、地震観測記録の H/V スペクトル比およびスペクトルインバージョン法によるサイト
増幅特性等との比較を行い、地震観測記録と調和的な結果となっていることを確認している（先
名・他 2021）。 
 強震動計算に関しては、詳細な地盤モデルを用いれば、広域な震度分布は地震調査研究推進本
部の強震動予測手法（レシピ）で概ね再現できるものの、地表断層から 2km 程度以内のごく近傍
で観測された強震動の説明には、従来の強震動計算で考慮されていなかった地震発生層より浅
い断層のすべりを必要とすることが分かった。詳細な地表断層形状を取り入れた断層モデルに
よる強震動計算により断層近傍の変位分布の再現性が向上することを示しており（岩城・他 
2020）、強震動予測における事前情報としての活断層情報の有用性を検討している。しかし、使
用した断層モデルにおいて数 km の広がりを持つ強震動生成域や断層浅部の食い違いは地表断層
から数 100ｍ～数 km 離れた位置に強い地震動を生じさせるものの、建物被害分布に見られる地
表断層から 100 m 程度以内の集中的な被害を断層モデルで説明するためには、それらに加えて
断層内部でさらにスケールの小さい機構が必要であることが分かった。その機構として地表付
近のごく近傍域のみに存在する断層内部領域で生じている地盤変形の影響を考えた。この地盤
変形は、観測された地表断層の変位量の断層運動で生じた変位量からの欠損分と仮定すると、地
表付近での断層運動による変位を一部打ち消す方向に働く力に相当すると考えることができる。
この地盤変形に対応する力として断層ごく近傍の地表付近に体積的な変形を近似的に表現する
外力をおき、断層モデルと組み合わせた線形の強震動計算による簡単な数値実験により、断層面
全体に連続的な食い違い量を持つ断層モデルだけでは説明できない地表断層ごく近傍に集中し
た強い地震動を生成できることを示した（岩城・藤原 2021）。 
 
(5) 強震動予測のための地震断層のモデル化 
 2016 年熊本地震の野外調査による詳細な地表地震断層とその周囲 100～200m の建物被害率の
高いエリアの被害要因の検討のために，強震動計算のための断層モデルの断層面分解能を約
100m とするためのツールの開発と断層モデル作成を行った．そのために，まず地震後のインバ
ージョン結果に基づく地下の震源断層モデルと地表で観察された地表地震断層の分布をそれぞ
れ 100ｍ間隔の 3次元点群化モデルで表現した．次に，それらの点群の接合・収斂について，浅
部と深部は接合・収斂するがトレンチ掘削調査結果で示される断層傾斜角度は考慮しないモデ
ルと，断層浅部の傾斜角度はトレンチ掘削調査結果に準拠するが深部とは必ずしも接合しない
という 2 通りのモデルを提案した．これらのモデルを地表地震断層の分布形状と変位量分布を
取り込んだ運動学的断層モデルの検討する研究チームへ受け渡すことで，断層のごく近傍域の
みに影響を及ぼす非ダブルカップル型の震源モデルの考案と地表地震断層から 100m オーダーで
の顕著な被害集中域発生の議論（岩城・藤原，2021）に一部寄与できた． 
 また，2016 年熊本地震の震源断層の長さ約 40km（Asano and Iwata）と 2013 年に地震本部よ
り公表されていた布田川・日奈久断層帯の長期評価の中での布田川断層の断層長 19km を比較す
ると長期評価の値は過小評価であった．さらに，断層面が傾斜していることまで考慮すれば，例



えば松田(1975)の地震規模予測式では観測事実に対してマグニチュードが過小であった．そこ
で，隈元（2021）では断層長さの不確実さの評価について，地表地震断層と地下の震源断層の長
さの相違について模式的な考え方として，変動地形の認識論的な不確定性と地震規模の経験式
に表れる偶然的な不確定性の双方に留意した対応が必要となることを述べた．次いで，大西ほか
（2020）で断層面積に基づく方法と断層長さに基づく方法の中間的な性質のモデルとして，震源
断層長さとずれのタイプに基づく重回帰分析によって地震規模予測式を考案し，その重回帰式
の係数は，大まかな地下の断層面の情報を地震規模評価へ反映するものとして，断層の力学と断
層形状に関する一般的な理解とも整合することを示した．また，地震本部の強震動予測のレシピ
における長さと面積を説明変数にもつ経験式の結果の差は，地下の断層面の形状の考慮の程度
に由来するものであり，地震のスケーリング則が異なるわけではないと結論付けた． 
 
(6) 地震断層近傍の変動解析 
 これまで，熊本地震の地表地震断層は現地計測および空中写真判読等による詳細な観察が行
われてきた．ところが，いずれも地震断層直近の評価に留まり，地震断層から離れた地域の地表
変位は明らかになっていない．断層近傍では drag と呼ばれるたわみ変形が生じるといわれてお
り，現地で確認された変位量は全変位の一部である可能性が指摘されている．そこで，LiDAR で
観測された高密度点群データを用いて，地震に伴う広域的な地表変位分布を明らかにすること
を目的に地表変位分析を実施した． 
 熊本県益城町を対象に，LiDAR 観測データから数値地形画像マッチング解析（3D-GIV）
（Mukoyama 2011）を用いて地震に伴う水平変位および鉛直変位を算出した．3D-GIV とは，2時
期の DEM から地形量を画像化し，画像マッチングの手法を応用して画像の濃淡パターンを追跡
することにより 3 次元の移動ベクトルを求める手法である．地震前後の地形データについては，
国土地理院が管理する 2005 年および 2016 年計測の LiDAR 測量データを使用している． 
 GIS ソフトを使用して，地震断層の一般走向に対する測線を作成し，測線上の変位量データを
抽出した．その結果，地震断層近傍の複数箇所において水平方向と鉛直方向の drag が生じてい
ることが確認された．算出した走向方向の広域変位量は現地調査で計測された変位量より過大
となっており，既知の変位量が過小評価であることわかった．また，drag の幅は場所ごとに異
なる特徴もみられた．変位方向に関して，既存の布田川断層では断層の両側で逆方向に変位して
いるのに対し，西南西方向へ分岐した地震断層では断層の両側で同方向に変位しており，見かけ
上右横ずれになっていることが明らかになった．さらに，分岐断層北側の崖に沿って変位量が不
連続となる箇所が続いており，新たな地震断層がみられる可能性が示唆された． 
 
(7) 住民アンケート調査 
 平成 28 年熊本地震で深刻な被害を受けた益城町全世帯を対象にアンケート調査を実施した
（2019 年 11 月に郵送、回答数 4,398、回答率 33.6％）。アンケート項目は、属性 13 項目，熊本
地震の被害等 15項目，今後の自然災害への備え 16項目，防災教育 6項目で構成した。 
 回答者の 65％が男性。年齢は 60代が 25.8％と最も多く，次いで 70代が 24.8％。熊本地震当
時益城町に居住していたのは 94.4％で 5.6％は地震後益城町外から転居。回答者の居住年数は
30 年以上が 45.8%，一戸建ての所有が 83％と最も多かった。13.3％が回答者・家族に死者・重
軽傷者がおり，95.6％が全壊，大規模半壊，半壊，一部損壊等の建物被害を受けていた。28.9％
が仮設住宅の入居経験があり，調査実施時点でも 5.2%が仮設住宅に居住している。15.5％が熊
本地震時の居住地以外に現在居住しており，45％が元の場所に戻りたいと回答した。しかし，そ
のうちの 60％は戻れない・戻れるかわからないと回答した。 
 熊本地震以前に対策を実施していたのは 23.9%で 76.1％が「実施していない」と回答。うち
15.5％が「実施しようと思ったがやらなかった」であった。対策を妨げた要因を複数回答で問う
と「地震は実際に起きないと思った」が 2342 名，次いで「対策方法の具体的内容がわからない」
664 人，「対策費用の負担が大きい」487 人。地震前の対策は「地震保険の加入」が 560 名，次い
で「飲料水の備蓄」，「食料の備蓄」であった。「どのような情報や制度があれば対策が進んだか」
という問いには「詳細な被害予測」，「対策方法の具体的内容」，「対策費用の補助制度」が挙げら
れ，地震後の対策は地震保険の加入のほか水・食料の備蓄，家具の固定等、全項目で増加した。 
 52.3%が「熊本地震前から布田川・日奈久断層を知っていた」と回答した。「新聞・テレビから
(1,459 人)」知った人が最多で，次いで「人から聞いた(848 人)」，「ハザードマップなどの地図
(600 人)」。現在，50.6％がハザードマップ等の確認を行っているが，防災対策等に活用してい
るのは 27.9％。ハザードマップの活用方法を習った人は 10.1%で，全体の 43.2％が「地図から
何を読み取ればいいのかわからない」，26％が「記載内容が正しいとは限らない」と回答した。 
 熊本地震以前に大きな地震が発生する可能性については，63.4％が「起こらないと思っていた」
と回答。活断層の次の活動時期については 48.8％が「まったくわからない」であり，活動時期
は 30 年先から 1000 年以上先まで大きくばらついた。活断層上の土地利用については「活断層の
位置が明らかであれば自主的または法律等で規制するべき」であるという回答が 87％であった。 
  
 
(8) 放送大学における番組化 
 本研究の成果に基づいて、放送大学において「“科学”からの招待状：熊本地震 6 年目の真実



と教訓」という番組を作成した。番組の中で、熊本地震の予測は必ずしも成功していなかったこ
と、前震と本震は別々の断層の連動ではなく、大規模な断層でよくある小規模な活動が大規模な
活動へ発展した例であること、地震後の集中的調査によっても活断層の活動性の評価は容易で
はなく、常に不確実性が残り、その中でどのように防災を進めるかを考えることが重要であるこ
とを主張した。またアンケート調査結果を紹介し、リスクコミュニケーションの重要性を解説し
た。奈良由美子が主任講師を務め、鈴木康弘、藤原広行、竹内裕希子が出演した。当番組は BS
放送の放送大学（BS231ch）で、2023 年度まで年 10回再放送される。 
 
(9) 災害地理学・防災地理教育を視野に入れた研究 
 2016 年熊本地震は、高等学校社会科地理の教科書や資料集に記され、地表地震断層の掲載写
真が活断層型地震の教育に活かされている。また、NHK 高校地理総合講座では、都市圏活断層図
「熊本（改訂版）」が紹介されている。ただし、活断層と建物被害との密接な分布関係（鈴木ほ
か，2018）は示せていない。地震動を誘因とする地すべりや地盤液状化の研究成果も蓄積されて
いるが、学校教育での扱いは限定的である。地理総合の限られた時間を有効活用する必要がある
（須貝ほか 2022）。高校生 333 名からのアンケート調査回答を分析した結果、防災リテラシーを
向上させるには郷土の自然環境への愛着を活かし、野外や博物館での体験を広げる教育が効果
的であることが指摘された。自然の恵みと自然の猛威を俯瞰的に捉える視点（たとえば、須貝・
鈴木 2021）を育成し、未来の地域社会と地震防災の関係の長期的・多面的な理解を促す必要が
ある。学校教育の枠をこえた教育機会の創出と、活断層地形を含む地域の地形を対象とした空中
写真・高精細 DEM 判読に基づく階層的な地形分類（須貝 2020 など）の実践が要請される。 
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